BIS論壇No.265 「2018年版　モノづくり白書」中川十郎2018年7月17日

　去る7月10日2018年版「ものづくり白書」の説明会があり、参加した。主催は経済産業調査会、産業人材センターで、講師は経産省製造産業局参事官（デジタル化・産業システム担当兼ものづくり政策審議室長）の徳増伸二氏であった。

　同氏は大規模な環境変化に伴って、すべての経営者が持つべき危機感として；

①人材の量的不足に加えて質的な抜本的な変化に対応ができていない。たとえば人材スキルの変化、デジタル人材不足、システム志向の欠如を強調された。

②従来強みと考えてきたものが変革の足かせになる恐れがある。すなはち従来の日本製造業の摺合せの重視、取引先の意向偏重、品質への過信など。

③経済社会のデジタル化の大変革期を経営者が認識できていない恐れがある。それはITブームの再来との誤解。足元の好調な受注による慢心などである。

④非連続的な変革が必要であることを認識できていないのではないか。たとえば製造業における自前主義の限界。ボトムアップ経営の限界の認識などである。

　製造業の力が低下し、「産業の空洞化」が進行する中で我が国のものづくり産業はGDPの2割を占め、重要な基幹産業として国内雇用を支えてはいるが、現在、デジタル化、IOTの進展、AIの登場・普及に伴う、「第4次産業革命」が到来する中、我が国のものづくり産業が直面する課題は過去と比較しても、より本質的でより深刻であると警鐘を鳴らしておられる。それはものづくりの競争力の源泉がデジタル化の進展で、わが国のものづくりが十分に即応できていないからである。そのような大規模な環境変化の中で、危機感を持ち、あらゆる変革に対応して行くことが求められていると力説された。

　2011年ドイツは製造業の第4次産業革命に備え、Industrie 4.0を発表。これにはシーメンス、ボッシュ、SAP,　ABBなどが参加。中國も「中国製造2025」で2014年7月にドイツとの協力文書を締結。ドイツは中國のAIIB(アジアインフラ投資銀行)にもいち早く参加を表明した。一方、米国のインダストリアル　インターネットコンソーシアム（GE,IBM,インテル、シスコシステムズ、AT&Tなど）の240の企業団体も2016年3月Industrie4.0との提携を発表。これに対して日本はSociety 5.0で超スマート社会到来に備えてConnected Industries なる構想の下、様々な業種、人、データ、機械などをつなげて新たな付加価値や製品・サービスを創出。生産性向上により人手不足、環境・エネルギー製薬などの社会課題を総合的に解決し、産業競争力を強化、国民生活向上、国民経済発展を目指している。しかし欧米に比べると出遅れは否めない。デジタル革新時代を迎え、経営資源としての「データ」の活用の重要性が高まっており、BISが過去26年間研究してきたビジネスインテリジェンス、データー活用が今こそ求められている。会員各位の活躍を期待する次第である。
